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一IT利 用による新たな取引環境 とその基盤形成状況の分析 一
(主査)
教 授 鴨 池 治 教 授 金 嫡 芳 輔
論 文 内 容 要 旨
本論文では、金融 ・銀行業務への異業種参入及 び電子商取引等 における金融サー ビスなどの間に
は、銀行業務の変革 ・銀行機能 の変化 における 「IT(情 報技術)に よる決済サー ビスの変化」が
共通項 として存在 していると考えている。 また、その決済サー ビスの展開が銀行機能の アンバ ン ド
リングを引き起 こ しているとも考え、分析を展開 している。
決済 は従来、採算性 の低いコス トセ ンター事業 と考 えられて きた。 しか し、近年 のEC(電 子商
取引)拡 大 に伴 って決済環境の充実が求め られ、それと共 に決済が ビジネスとして注 目されてきて
いる。 これには、ITに より決済市場参入が容易 になって きたとい う理 由 もあ る。 そのために異業
種参入のネッ ト(専 業を含む)銀 行 などは小 口決済をメイ ンターゲ ッ トと して参画 して いるので あ
るし、 また小口決済 をきっか けとして金融サービスに取 り組んでいこうと計画 していると考え られ
る。同様 に、銀行 という形態を採 らず とも、消費者行動を把握 して本業 に生かそ うというイ ンセ ン
ティブなどか ら、異業種 による決済サービスの参画 も相次 いでいる。
しか し、以上 の状況を厳密 に把握す るためには、なぜ決済サー ビスを足がか りにするのかを考察
す ることが必要 だと考える。そ して今後の決済環境の姿はどうあるべ きかについて も考えることが
'塾 え
る。そ こで、現状を踏まえて次のよ うな仮定 を提示 した。
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〈取 引環境の基盤形成状況 における仮定的把握〉:
「決済サー ビスは金融 ・非金融両 ビジネスの裏方であり境界面であり、融合面 ・接着面で も
ある。IT化 によって決済 サー ビスを低 コス トで効率的に扱え ることにより、決済 サー ビス
を通 じて金融 ・非金融の融合が可能 にな る。」
この仮定を裏付けるために、 まず決済圏の選択 ・形成プロセスを考察 した。 それによ り、次のよ
うな基礎要件を導 き出 した。
〈決済の基礎要件〉
「決済 サービスは利用者全てに認知 され、信頼 される展開を採 らねばな らない。決済 は経済
取引のバ ックオ フィス的な役割 を担 う。」
また、近年 の複数決済サー ビス共存傾向の一方で、相互のサービスを併用できなければ相互 に利
便性 を無 くして しまう状況 にもある。 そのため、複数決済 に対応可能 なスキームの中心及び"信 頼
形成 の手段"と して、各種民間プラ ットフォーム ビジネスが従来以上 に参入 し、乱立 する決済サー
ビスに秩序を作 り出そ うとしている。 そこで、上記基礎要件 を補助する現実的側面 として、次の要
件 も提示 した。
〈現在の決済サー ビス補助要件〉
「信頼形成補助 目的で、 プラ ットフォームと呼ばれる存在が有機的に各種決済サー ビスを結
びっ け、安全性 と効率性 を作 り出 している。」
このよ うな仕組みを決済市場 自 らが作 り出 し、それを ビルディング ・ブロックとして内包 し、安
定的で効率的なサー ビスを提供で きるように作 り上 げてい く。 これは、 いわば新たな決済 システム
の形成過程が現在進行中であるとも考え られ る。ただ、新規 の決済サー ビスは新規決済手段 として
成立 もしくはそれを 目指すわけで はな く、既存サー ビスと結 びっ くことで当初か らバイパス として
展開 されている点を忘れてはな らない。 それは、 ネ ッ トワーク外部性 に伴 う既存 システムのロック
イ ン効果 に伴 うスイッチ ングコス トの高さなどの理 由か ら、新規 システムを形成 して決済圏に顧客
を取 り込む ことが難 しい ことなどに も依存す る。 しか し、既存 システムを利用 して も、各サー ビス
の決済圏拡大 には同様の困難がっ きまとう。 そのために各種機関や異業種 との提携 ・アウ トソー シ
ングを進あ、決済機能をア ンバ ン ドリングさせっっ も手数料収入及 びその他金融商品販売等の相乗
効果を見込んで決済サー ビスを展開 していると考 え られる。以上か ら、決済機能 のアンバ ンドリン
グが どのよ うな状況を指すのかをまとめた。
〈決済機能のアンバ ンドリング〉:
① 決済プラッ トフォーム等、技術 によって銀行 ロ座 による決済を圧縮で きる状況
② サー ビス展開を非金融機関が主導す る、 もしくは非金融機関の取 り扱 い割合が増大す る
状況
③EC等 のニーズに対応す るために非金融機関が独 自のノウハ ウで支払 いサー ビスを提供
す る状況
こうしたアウ トソー シング ・提携 と、それに由来する決済機能のア ンバ ン ドリングとい う動 きは、
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既存決済 システムの縁辺で、既存 システムが対応で きない部分を補 う形で展開される。 また、銀行
やその他企業 も、決済が必要 とする大規模投資をある程度回避で きるとい う誘因か ら提携を進める。
こうして、従来決済 システムを構成 してきた金融機関以外 の決済サー ビス参画者 も含め、多様な参
画者が寄 り集ま って決済 システムを構成 している。
しか し、 このように様々な機関が寄 り集ま って一国や地域の決済 システムを形成 しているとする
と、決済 システム全体の安定性を考え るならば、 アウ トソー シング委託元の銀行等金融機関自身が
アウ トソーシング先をモニ ター し続 ける必要性 と共に、 システム参加者相互がモニタ リングを行 い
得て、かっ責任所在 を明確にすべ きであることは明白である。
ここで、 決済 サ ー ビスを安定化 させ る究極 の形 として、 理論 的 にはナ ローバ ンク(Narrow
Bank)が 存在す る事 に言及 した。 ナローバ ンク論 はかって金融不安の中で安定的 な決済 サー ビス
を作 り出す 目的で生 まれて きた理論で る。 しか し、技術的に可能 になってはいるが、そ もそ ものナ
ローバ ンク論が求めるような決済の安定性は、制度 として確立 しない限 りは、所詮既存 システム と
結合するな らば実現することは難 しいであろ う、 とい う見解を示 した。
以上までで.は、決済サー ビスその ものと、サー ビス取扱機関各 自の システムが現決済環境を どう
構成 して きたのかに関 して議論を展開 して きた。 そ して、ITに よ り、決済が ブラックボ ックスか
らダイレク トに参入可能な ビジネス領域 となったこと、同時に護送船団方式 によ る保護が外れたと
い うことも併せて、金融機関等決済サー ビスに携わる機関 自らが決済 サービスの安定性のために努
力を払わねばな らない状況になってきたことを示 した。 この点では、乱立する決済サー ビスを市場
が 自然に淘汰 して くれる事 も示 しているために望 ましい場合 もあるだろ う。 だが、ECを 安定化 さ
せ る目的で決済サー ビスが次々に提示 されても、その決済サー ビスが停止 する場合が増える可能性
が高 く、過渡期 や浸透期な らば、EC活 動の基盤 自体 が安定 を確保 できないたあに、ECの 安定性
にも影響を与えて しまう。 よって、①バイパスサー ビス等の乱立 によって、 また決済 ネッ トワーク
の特性であるネ ットワーク外部性 の存在によって、結果的 にバ ランスの悪い、非効率で不安定 な決
済環境が形成 される可能性が生 じる② アウ トソーシング先への監督が不十分 となるため、決済 自体
の安全性把握が困難 となる、等の理由か ら、決済市場を効率 よ くモニタ リングし、監督 ・規制 して
いく制度の整備が望まれ ることとなる。
BISを は じめ とする国際機関や各国にお いて も、 アウ トソーシングを伴 う銀行業務や、更にはク
ロスボーダー取引に関する実効的な監督基準の制定 を目指 し、様 々な報告書が提示 されている。我
が国で もそれは同様である。 しか し、特に我が国において は、異業種参入 に押 し切 られる形で制度
がようや く整 っていこうとしている状況であり、決済サー ビスに関 して は既存法制度で対応可であ
ると し、更 には今後の進展を妨げないように明確な規制等の考えを示 さないよ うに している。その
ような制度の未整備によって決済市場が活性化 しているとい う点 は確かだが、前述 のよ うな不完全
な決済環境が形成 されて しまい、結果的にいびっな取引環境下に固定 されて しまう可能性 もある。
よ って、 ノー ・アクション ・レターも含めたある程度明確化 された監督当局 の行動指針の表明など
は必要であろう。
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また、未だEC(電 子商取引)等 が萌芽期であることを鑑みれば、国民生活 セ ンターのオ ンライ
ンによる速報性 の高 い情報提供な ど機能強化 を図る、完全 なる外部 によ って形成 される客観性が高
い"信 頼 され る第三者機関"の 設立な ど、情報公開を積極的 に行 ってい く必要性 もある。 その中 に
は、金融NPOや オ ンブズマン制度 の活用 も含 めた考慮 も必要だろう。
以上か ら、決済環境の健全化を目指 し、次の提言を行 った。
〈決済安定化要件への提言〉
① オ ンライ ンによる速報性の高 いデ ィスクロージャー環境の形成
② 取引 ・サービス状況を、取 引参加者全て によって常時モニタ リングで きる状況の、① も
絡めた環境形成
③ 預金受入機関のみな らず、決済スキームを提供す る機関に対 して も監視体制を とること
ので きる監督 スキームの策定。 また、第三者機関(金 融NPO・ オ ンブズマ ン制度)の
活用 も視野に入れる。
④ 決済市場活性化及 び実効的なモニタ リング ・監督のために、制度及 び介入要件を明確化
する。決済サー ビスに対す る免許及び認証制度 を発足 させ ることも視野に入れる。
上記 の仕組みは、 サー ビス利用者の観点か らも望 ましいで あろう。 また同時 に、サー ビスの選択
眼を養 う目的で、利用者 に対す る教育 も進めて行 くべ きである。
このように、決済 システムに関 して、冒頭で提示 した仮定的把握 を確認 しっっ現状を分析 し、IT
による決済サー ビスの拡大 と銀行機能のアンバ ンドリング状況を解 き明か し、更にその結果を応用
して、明確性 と客観性を備えた実効性 のある監督 ・政策への提言を行 った。以上が本稿の成果であ
る。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、IT(情 報技術)の 発展 が取 引における決済 の仕組 みにどのよ うな影響 を与 えるか、
また健全な決済 システムの構築にはどのような条件が必要か、 さらに従来決済業務を行 っていた銀
行業務 にどのよ うな変化が生 じるかを検討 した ものであり、10章 か ら成 っている。
第1章 は本論の問題意識、論 旨の紹介等緒言 に充て られている。
第2章 「決済 サー ビスチ ャンネルの状況」 で は、現在提供 されて いる決済 サー ビスに関 し、
ATM/CD、 カー ド、イ ンターネ ッ ト等 にっいて説 明を している。
第3章 「なぜ決済なのか」では、異業種が決済を中心 とす る金融サー ビス業務 に参入を始めてい
る現状 に関 し、その理 由として、資金の流れを示す決済が顧客の選好 や購買意欲等を示す情報を含
んでいることにあ ると し、決済サー ビスは金融及 び非金融 ビジネスの接点 と捉えている。ITの 発
展により、非金融業者 も容易に決済サービスの提供が可能になり、銀行業務のア ンバ ンドリングが
生 じるとしている。
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第4章 「決済サー ビスの定義」 では、決済サー ビスを 「決済手段」(決 済を最終 的に終了 させる
現金通貨 と預金通貨)と 「決済方法」(債 権債務 関係を終了 させるプ ロセス)に 分類 して分析が行
われている。
第5章 「新規金融 ・決済 サービスの背後関係」では、新 しい決済サービスが提供 されるための条
件 の検討が行われている。 その中で、決済サービスは利用者に認知 され信頼 される ものでなければ
な らないとし、信頼形成の目的で決済プラッ トフォーム(決 済資金 の流 れを整理 しより単純化す る
方法)が 作 られ、各種決済サー ビスを結びつけて、安全性 と効率性を生 み出そうとしているとす る。
第6章 「決済サー ビス変化 に伴 う預金 の流動性変化」で は、OPEN=LOOP型 の電子 マネーに
付随する信用 リスクを回避す るため、頻繁 に電子マネーを換金 し、預金 の出 し入 れが大 きくな って
預金の流動化が進む ことが指摘 されている。CLOSED=LOOP型 の電子マネーでは、取引の度 に
銀行の預金が増減す るので、銀行が顧客に対するモニタ リング機能を持 ち続 けられ ること、 また銀
行の信用を利用 して決済スキームに安定性を付与できることを指摘 している。
第7章 「アウ トソー シング ・提携 とアンバ ン ドリング」では、銀行 の決済サー ビスの一部が非金
融機関によって受 け持たれ る状況の分析が行われている。 アンバ ン ドリングが進む と、銀行がアウ
トソー シング先のモニターを行い決済 システムの安定性 を計 ることが必要であると主張 している。
第8章 「ナローバ ンク論 と決済 サービス提供」では、資産運用 を安全資産 に限定 して決済サー ビ
スを提供するナローバ ンクに対 して批判的な見解 を示 し、預金不足が生 じた際に備えた予備的残高
の保有 もしくは即座に決済性預金 に転換できる資 産の保有が必要であると している。
第9章 「決済に対す る監督 ・政策への含意 と利用者保護」 では、ITに よる決済市場の拡大 に伴
い発生すると懸念 される問題点を検討 し、①オ ンラインによる速報性 の高い情報開示、②取 引状況
を、取引参加者が常時モニターできる制度、③監視体制 の整備、④決済サー ビスを提供す る業者へ
の免許制の導入、 を提言 している。
第10章 は全体のまとあに充て られている。以上が本論文の要 旨である。
本論文は、銀行の決済サー ビスがITの 発展 と共 に、非金融業者 にア ンバ ン ドリングされること
を示す と共 に、その際発生する問題点の指摘 とそれ らに対 しての政策提言 を述べた、 これか らの決
済サー ビスに関す る包括的な内容 となってい る。一段一段 と議論を積み重ねてい く論理の進 あ方 に
優れた点 を見出す ことがで きる。
他方、本論文に も幾っかの問題点があることも指摘できる。例えば、取引決済を巡 る従来 の議論
と本論の分析 の間 の関係が希薄であ り、また金融 システム不安 と決済 システムの安定性の関係 に関
して も十分検討 されているとは言 い難 い。 これ らの点は、 これか ら野 呂氏が時間をか けて取 り組む
課題 といえよう。 いずれに しても、 これ らの問題点が、上記の本論文 の功績を減ず るものではない。
以上の審査によって、本論文は、博士(経 済学)の 称号を授与す るに値す る論文であると認定す
る。
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